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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第92期
第２四半期
連結累計期間

第93期
第２四半期
連結累計期間

第92期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 68,809 81,263 140,707

経常利益 (百万円) 1,769 2,108 3,247

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,196 1,219 2,144

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 488 636 1,690

純資産額 (百万円) 13,905 15,533 15,105

総資産額 (百万円) 51,096 54,840 55,761

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 28.65 29.20 51.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.0 28.1 26.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 326 647 656

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △716 68 △962

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △95 △105 △677

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 1,807 1,847 1,243

　

回次
第92期
第２四半期
連結会計期間

第93期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.47 13.88

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第92期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社に異動はありません。

　なお、第１四半期連結累計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「２．報告セグメントの

変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上のリス

クに重要な変更及び新たに生じたリスクはありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月に発生した東日本大震災によって企

業の生産活動や個人消費に大きな影響を受けた後、サプライチェーンの立て直しが進んだことで一部に

景気回復の動きが見られたものの、電力不足に伴う生産の制約や、歴史的な円高、原油価格の高止まりな

ど、総じて厳しい状況が続きました。

海外経済においては、中国では内需を中心に経済成長が続いていますが、インフレ懸念に対する金融引

き締めや、欧米向け輸出の減少等により、当面は成長が鈍化することが予想されております。また、米国で

の景気減速や欧州での財政問題による金融市場の混乱などの不安定要素もあり、景気の先行きに不透明

感が増す状況となっております。

このような環境下、当社グループといたしましては、当期からの３ヶ年中期経営計画にて掲げた通り、

戦略地域である中国・ベトナムにおいて、情報網・拠点網と長年の取引ノウハウを活かし、潤滑油や資源

商材等の重点戦略事業の強化・深耕に注力した結果、売上及び営業利益とも順調に増加いたしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、中国からの資源関連商品取引

の伸長と、中国子会社における潤滑油などの石油製品販売が引き続き好調に推移し、812億６千３百万円

（前年同期比18.1％増）、営業利益は19億４千９百万円（同45.7％増）と拡大しました。自動車関連事業

投資先において東日本大震災による自動車減産の影響が残り、持分法による投資利益は減少したものの、

経常利益は21億８百万円（同19.2％増）、四半期純利益は12億１千９百万円（同1.9％増）と前年同期を

上回る結果となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①化学品関連事業

中国産の希土類・難燃剤関連製品の取引は、需要が好調に推移したことにより取引は拡大しました。電

池関連部材の輸入取引は、製品需要の拡大に支えられ、順調に推移しました。また、無機薬品や、塗料・接

着剤原料・有機溶剤等を中心とした国内取引は、一部商品において東日本大震災の影響もありましたが、

生産活動の回復とともに堅調に推移しました。

潤滑油等の石油関連製品の貿易取引及び在中国子会社における販売は、自動車や建設機械等の中国国

内需要の拡大により引き続いて伸長しましたが、同国金融引き締めの影響を受け、一時的に需要は減少す

る見込みです。同製品の国内取引は、震災後の企業の生産活動の回復に伴い、前年同期並みとなりました。

この結果、化学品関連事業の売上高は533億３千７百万円（前年同期比43.1％増）、セグメント利益は

16億９千８百万円（同60.0％増）となりました。

　
②合成樹脂・建材関連事業

当社グループの建材事業は、断熱材や防水資材など、化学品・合成樹脂分野における末端製品の取り扱

いが多く、取引におけるシナジーを追求すべく、第１四半期連結会計期間より合成樹脂本部と機能建材本

部を統合致しました。この組織構造の変更に伴い報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更

しており、当四半期連結累計期間の比較・分析は、変更の影響を含めております。

当第２四半期連結累計期間の状況については、自動車部品関連取引は、東日本大震災からの自動車生産

台数回復により徐々に持ち直してきましたが、前年同期実績までの回復には至りませんでした。また、防

水資材取引でも同様に、震災による原料供給不足や物件の着工延期が残りました。樹脂原料及び包装用資

材取引、断熱材や住宅内装材関連の取引は徐々に回復がみられるようになりました。一方、光学フィルム

やデジタル家電関連取引は当該期間後半に需要減の影響を受けました。

この結果、合成樹脂・建材関連事業の売上高は222億６千７百万円（前年同期比5.0％減）、セグメント

利益は７千７百万円（同43.5％減）となりました。

　
③食料・金属製品関連事業

従来の「海外業務関連事業」を、第１四半期連結会計期間より「食料・金属製品関連事業」に名称変

更しております。

水産物等の輸入食料関連取引は、エビ不漁の影響を受け取引減となりました。金属製品取引において

は、発電用設備部材や産業機械部品等の輸出取引が減少致しました。また、硝子製品の輸入取引は震災に

よる消費自粛や、ギフト需要の落ち込みが続き、不調でした。

この結果、食料・金属製品関連事業の売上高は56億５千８百万円（前年同期比30.3％減）、セグメント

損失は４千９百万円（前年同四半期セグメント利益６千７百万円）となりました。
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(2)　財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比９億２千１百万円減少の548億４千万円

となりました。

流動資産は、主に売上債権が減少したことや棚卸資産が増加したことにより、前連結会計年度末比１億

８百万円減少の448億１千２百万円となりました。

固定資産は、主に株価の下落等により投資有価証券が減少したため、前連結会計年度末比８億１千２百

万円減少の100億２千８百万円となりました。 

流動負債は、主に短期借入金及び仕入債務の減少により、前連結会計年度末比30億１千万円減少の354

億５千４百万円となりました。

固定負債は、長期借入金の増加等により、前連結会計年度末比16億６千１百万円増加の38億５千２百万

円となりました。

また、純資産の部は利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末比４億２千７百万円増加の155億３

千３百万円となりました。

この結果、自己資本比率は28.1％となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は18億４千７百万円と前年同期と比べ４千万

円の増加となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、５億２千７百万円（前第２四半期

連結累計期間比２億１百万円増）となっております。これは、税金等調整前四半期純利益20億２千１百万

円のうち非現金収支等を調整した後の資金の増加21億２千３百万円及び売上債権の流動化等による18億

６千５百万円の資金増に対し、棚卸資産の増加並びに仕入債務の減少、法人税等の支払等による34億６千

１百万円の資金減が生じたことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の増加は、６千８百万円（同７億８千４百万

円増）となっております。これは、主に定期預金の純減少による収入１億２千４百万円、無形固定資産の

取得による支出８千４百万円等が生じたことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の増加は、１千４百万円（同１億１千万円

増）となっております。これは、主に借入金の純増加による収入２億２千６百万円、配当金支払による支

出２億８百万円等が生じたことによるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数
(株)

(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 41,780,000 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 41,780,000 同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年９月30日 ― 41,780 ― 4,024 ― 2,761
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 13,756 32.93

三菱化学株式会社 東京都港区芝四丁目14番１号 4,079 9.77

旭硝子株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 3,849 9.21

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,879 4.50

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,594 3.82

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 1,557 3.73

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 1,463 3.50

クレディ スイス ルクセンブルグ エスエー 
オン ビハーフ オブ クライアンツ
(常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

56,GRAND RUE L-1660 LUXEMBOURG
 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

850 2.03

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 840 2.01

三菱瓦斯化学株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 537 1.29

計 ― 30,407 72.78

(注)日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,858千株であります。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式        16,600― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    41,757,600 417,576 ―

単元未満株式 普通株式　　     5,800 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 41,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 417,576 ―

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式38株が含まれております。 
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② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

明和産業株式会社
東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号

16,600 ― 16,600 0.04

計 ― 16,600 ― 16,600 0.04

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,919 2,408

受取手形及び売掛金 *1
 35,989

*1
 34,192

商品 5,664 6,962

その他 1,711 1,536

貸倒引当金 △364 △288

流動資産合計 44,920 44,812

固定資産

有形固定資産 618 630

無形固定資産 345 410

投資その他の資産

投資有価証券 8,361 7,492

その他 2,092 2,089

貸倒引当金 △577 △593

投資その他の資産合計 9,876 8,987

固定資産合計 10,841 10,028

資産合計 55,761 54,840

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 28,678 27,682

短期借入金 6,236 6,102

1年内返済予定の長期借入金 1,500 －

未払法人税等 893 577

賞与引当金 58 58

その他 1,097 1,032

流動負債合計 38,464 35,454

固定負債

長期借入金 － 1,800

退職給付引当金 303 288

役員退職慰労引当金 91 73

負ののれん 26 23

その他 1,769 1,666

固定負債合計 2,191 3,852

負債合計 40,656 39,307
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,024 4,024

資本剰余金 2,761 2,761

利益剰余金 7,948 8,959

自己株式 △3 △3

株主資本合計 14,730 15,741

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,014 552

繰延ヘッジ損益 5 0

為替換算調整勘定 △775 △898

その他の包括利益累計額合計 244 △345

少数株主持分 130 137

純資産合計 15,105 15,533

負債純資産合計 55,761 54,840
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 68,809 81,263

売上原価 63,865 75,697

売上総利益 4,943 5,566

販売費及び一般管理費 *
 3,605

*
 3,616

営業利益 1,338 1,949

営業外収益

受取利息 14 12

受取配当金 46 67

負ののれん償却額 3 2

持分法による投資利益 450 134

その他 47 68

営業外収益合計 561 285

営業外費用

支払利息 67 61

売上割引 16 26

手形売却損 12 14

売掛金売却損 11 9

その他 22 14

営業外費用合計 130 126

経常利益 1,769 2,108

特別利益

ゴルフ会員権売却益 － 12

関係会社株式売却益 68 －

貸倒引当金戻入額 32 －

その他 0 1

特別利益合計 102 13

特別損失

出資金評価損 － 98

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 65 －

その他 4 2

特別損失合計 70 100

税金等調整前四半期純利益 1,800 2,021

法人税、住民税及び事業税 552 664

法人税等調整額 45 129

法人税等合計 598 794

少数株主損益調整前四半期純利益 1,202 1,227

少数株主利益 6 7

四半期純利益 1,196 1,219
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,202 1,227

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △458 △352

繰延ヘッジ損益 △40 △5

為替換算調整勘定 △52 29

持分法適用会社に対する持分相当額 △161 △262

その他の包括利益合計 △714 △590

四半期包括利益 488 636

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 483 629

少数株主に係る四半期包括利益 5 7

EDINET提出書類

明和産業株式会社(E02563)

四半期報告書

14/24



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,800 2,021

減価償却費 32 60

負ののれん償却額 △3 △2

持分法による投資損益（△は益） △363 39

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27 △47

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11 △14

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △31 △17

賞与引当金の増減額（△は減少） 40 △0

受取利息及び受取配当金 △60 △79

支払利息 67 61

関係会社株式売却損益（△は益） △68 －

出資金評価損 － 98

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － △12

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 65 －

売上債権の増減額（△は増加） 195 242

売上債権流動化による収入 31 1,573

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,270 △1,291

仕入債務の増減額（△は減少） 327 △1,023

その他の流動資産の増減額（△は増加） △40 △36

その他投資等の増減額(△は増加） 27 3

その他の流動負債の増減額（△は減少） 84 △87

その他の固定負債の増減額（△は減少） △24 30

その他 △84 △35

小計 710 1,481

利息及び配当金の受取額 74 95

利息の支払額 △63 △63

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △394 △986

営業活動によるキャッシュ・フロー 326 527

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △495 △1,122

定期預金の払戻による収入 － 1,247

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

関係会社株式の売却による収入 78 －

出資金の払込による支出 △42 △23

出資金の売却による収入 － 21

有形固定資産の取得による支出 △14 △50

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △135 △84

短期貸付けによる支出 △190 △80

短期貸付金の回収による収入 60 124

長期貸付けによる支出 △5 △2

長期貸付金の回収による収入 37 40

その他 △6 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △716 68
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 106 △73

長期借入れによる収入 － 1,800

長期借入金の返済による支出 △200 △1,500

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

配当金の支払額 － △208

その他 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △95 14

現金及び現金同等物に係る換算差額 △64 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △551 604

現金及び現金同等物の期首残高 2,358 1,243

現金及び現金同等物の四半期末残高 *
 1,807

*
 1,847
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【継続企業の前提に関する事項】

　

　　該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
　　該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

　
　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

＊１　売上債権の流動化

当社は、受取手形及び売掛債権の流動化を行っており、当第２四半期連結会計期間末の金額は次のとお

りであります。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

受取手形譲渡額 2,632百万円 2,932百万円

売掛金譲渡額 2,105　〃 2,116　〃

売掛債権流動化に伴う遡及義務額 461　〃 423　〃

　

２  偶発債務

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

(1)　保証債務 (1)　保証債務

当社の従業員の金融機関からの借り入れに対し、債
務保証を行っております。

当社の従業員の金融機関からの借り入れに対し、債
務保証を行っております。

従業員住宅ローン 18百万円 従業員住宅ローン 16百万円

(2)　訴訟等 (2)　訴訟等

当社は2003年４月から2008年３月の期間に締結し
ていた鋳物用コークスの製造販売契約について契約
内容の不履行があったとして、2009年12月に山西美綿
煤炭気化股?有限公司より55百万人民元の損害賠償
請求を提訴され、2010年７月に山西省高級人民法院よ
り訴状を受理しました。
当社は原告側の損害賠償請求は不当であるとして
応訴しております。

当社は、2009年12月に山西美錦媒炭気化股?有限公
司よりコークスの製造販売契約についての契約内容
不履行として55百万人民元の損害賠償を提訴されま
したが、この損害賠償請求は不当であるとして、現在、
係争中です。

　

３  手形割引高

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

受取手形割引高 43百万円 26百万円

　

４  当座貸越契約

当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当第２四半期連結会計期間末における借入未実行残高は次のとおりです。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

当座貸越契約の総額 4,540百万円 4,540百万円

借入実行残高 210　〃 －　〃

差引額 4,330百万円 4,540百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

給料手当 1,104百万円 1,095百万円

賞与引当金繰入額 74　〃 58　〃

貸倒引当金繰入額 1　〃 21　〃

役員退職慰労引当金繰入額 14　〃 13　〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

＊　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次

のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

現金及び預金 2,302百万円 2,408百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △495　〃 △561　〃

現金及び現金同等物 1,807百万円 1,847百万円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

１．配当金支払額

　 

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　
該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 208 5 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　
該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

化学品
関連事業

合成樹脂・
建材関連事業

食料・金属製品
関連事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 37,260 23,434 8,113 68,809 － 68,809

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

127 389 37 554 △554 －

計 37,388 23,824 8,151 69,363△554 68,809

セグメント利益 1,061 136 67 1,265 19 1,284

(注) 調整額は、以下のとおりであります。

１セグメント利益の調整額19百万円には、セグメント間取引消去△2百万円、各セグメントに配分していない全社費

用△135百万円、棚卸資産の調整額46百万円、及び各報告セグメントに配分していない利息費用111百万円が含ま

れています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない引当金の費用等です。

２セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値と調整を行って　　お

ります。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

化学品
関連事業

合成樹脂・
建材関連事業

食料・金属製品
関連事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 53,337 22,267 5,658 81,263 － 81,263

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

102 306 12 422 △422 －

計 53,440 22,574 5,671 81,685△422 81,263

セグメント利益又は損失（△） 1,698 77 △49 1,726 174 1,900

(注) 調整額は、以下のとおりであります。

１セグメント利益又は損失の調整額174百万円には、セグメント間取引消去38百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△16百万円、棚卸資産の調整額5百万円、及び支払利息の調整額147百万円が含まれております。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社経費であります。

２セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値と調整を行ってお

ります。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは従来「化学品関連事業」、「合成樹脂関連事業」、「機能建材関連事業」及び「海外業務

関連事業」の４つを報告セグメントとしておりましたが、当社グループの建材事業は、断熱材や防水資材な

ど、化学品・合成樹脂分野における末端製品の取り扱いが多く、取引におけるシナジーを追及すべく、第１

四半期連結会計期間より合成樹脂本部と機能建材本部を統合しました。この組織構造の変更に伴い社内の

業績管理区分を変更したことによりセグメント区分についても「合成樹脂関連事業」と「機能建材関連事

業」を統合し「合成樹脂・建材関連事業」とすることといたしました。

また、「海外業務関連事業」は「食料・金属製品関連事業」に名称変更しております。

これにより当社グループの報告セグメントは「化学品関連事業」、「合成樹脂・建材関連事業」及び

「食料・金属製品関連事業」の３つに変更しております。

なお、変更後の報告セグメントにより作成した前第２四半期連結累計期間に係る報告セグメントごとの

売上高及び利益又は損失の金額に関する情報は、「Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年9月30日）」に記載しております。

　
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 28円65銭 29円20銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 1,196 1,219

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,196 1,219

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,763 41,763

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月10日

明和産業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    茂　　木　　浩　　之    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    長　　島　　拓　　也    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明和
産業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平
成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年
９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期
連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成23年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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